
 

別紙様式第二十四号（第二百五十七条、第二百六十三条第一項関係） 
（日本産業規格Ａ４） 

（第１面） 

 

（注意事項） 

１ 外国法人については、本店等の住所として国内における本店等の住所を記載するとともに、

本店の住所を（ ）書きで併せて記載すること。 

  また、「代表者の役職・氏名」としては「日本における代表者の役職・氏名」を記載するこ

と。 

２ 氏を改めた者においては、旧氏及び名を、氏名を記載する欄に括弧書で併せて記載すること

ができる。 

 

 

 

 

年  月  日   

   財務（支）局長 殿 

       

         申請者    住所又は所在地 

電話番号 （    ）  － 

                商号又は名称 

                氏名                     

               （法人にあっては、代表者の役職氏名） 

           

 

登 録 申 請 書 

 

 金融商品取引法第 66条の２の規定により同法第 66 条の登録を申請します。 

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 



 

（第２面） 

＊ 登 録 番 号 財務（支）局長 （金仲）第  号（  年  月  日） 

１  法 人 ・ 個 人 の 別  法     人 個     人 

 （ ふ り が な ）   

２ 商 号 又 は 名 称   

 （ ふ り が な ）   

３ 氏       名  

４ 役員の氏名又は名称  別添１のとおり 

５  金融商品仲介業を行う営業

所又は事務所の名称及び所

在地 

 

別添２のとおり 

６  所属金融商品取引業者等の

商号又は名称 
別添３のとおり 

７  他に行っている事業の種類 
別添４のとおり 

８  個人の登録申請者の兼職状

況 
別添５のとおり 

９  法人の登録申請者の役員の

兼職又は兼業状況 別添６のとおり 

10  登録申請者の事故による損

失の補てんを行う所属金融

商品取引業者等の商号又は

名称 

別添７のとおり 

（注意事項） 
１ 「＊登録番号」には、記載しないこと。 
２ 「１ 法人・個人の別」は、該当するものに○印を付けること。 
３ 「２ 商号又は名称」、「３ 氏名」、「４ 役員の氏名」 
イ 法人は商号又は名称を「２ 商号又は名称」に記載し、個人は氏名を「３ 氏名」に記載す
ること。 

ロ 個人は「２．商号又は名称」に、商号登記をしている場合はその商号を、商号登記をしてい
ない場合は屋号等の名称を記載することができる。 

ハ 外国人においては、住民票等に記載された通称がある場合は、「３ 氏名」に（ ）書きで
併せて記載することができる。 

ニ 氏を改めた者においては、旧氏及び名を「３ 氏名」欄に（ ）書きで併せて記載すること
ができる。 

ホ 申請者が個人である場合は、「４ 役員の氏名」への記載は省略すること。 
４ 「５ 金融商品仲介業を行う営業所又は事務所の名称及び所在地」には、本店等及びその他
の営業所又は事務所をそれぞれ区分して記載すること。 

５ 「６ 所属金融商品取引業者等の商号又は名称」には、当該所属金融商品取引業者等の登録
番号を併せて記載すること。 

６ 「10 登録申請者の事故による損失補てんを行う金融商品取引業者等の商号又は名称」には、
所属金融商品取引業者等が複数ある場合のみ記載すること。 



 

  （第３面） 

（別添１：役員の氏名又は名称）          

商号又は名称 

                           （  年  月  日現在） 

（ふ り が な） 

氏名又は名称 
役 職 名  

  

 （注意事項） 

   氏を改めた者においては、旧氏及び名を「氏名又は名称」欄に（ ）書きで併せて記載するこ

とができる。 



 

（第４面） 

（別添２：金融商品仲介業を行う営業所又は事務所の名称及び所在地） 

商号又は名称 

                           （  年  月  日現在） 

名    称 所   在   地 

(本 店 等 )  

(その他の営業所又は事務所)  

(その他の営業所又は事務所)  

(その他の営業所又は事務所)  

（注意事項） 
その他の営業所又は事務所のうち、無人の営業所又は事務所については、別添２－２に記載す

ること。 

 



 

（第４－２面） 

（別添２－２：金融商品仲介業を行う営業所又は事務所のうち、無人の営業所又は事務所の状況） 

商号又は名称 

（   年 月 日現在） 

財務局等名 

無人の営業所又は事務所を統括する本店その他の営業所又は事

務所 
無人の営業所又

は事務所の数 
名  称 所 在 地 

    

   計    店 

（注意事項） 

無人の営業所又は事務所の数は、無人の営業所又は事務所の所在地を管轄する財務局等（財

務局又は福岡財務支局をいう。）ごとに記載すること。 

 



 

（第５面） 

（別添３：所属金融商品取引業者等の商号又は名称） 

商号又は名称 

                           （  年  月  日現在） 

(登録番号) 商号又は名称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

（第６面） 

（別添４：他に行っている事業の種類） 

商号又は名称 

                           （  年  月  日現在） 

他に行っている事業の種類 

 

 



 

（第７面） 

（別添５：個人の登録申請者の兼職状況） 

商号又は名称 

                           （  年  月  日現在） 

常務に従事している他の会社の商号又は名称及び事業の種類 

 

 

 

 



 

（第８面） 

（別添６：法人の登録申請者の役員の兼職又は兼業状況） 

商号又は名称 

                           （  年  月  日現在） 

（ふ り が な） 

役  員  の  氏  名 

常務に従事している他の会社の商号若しくは名称及び事業の

種類又は他に行っている事業の種類 

 

 

 

 

 

（注意事項） 

氏を改めた者においては、旧氏及び名を、氏名を記載する欄に括弧書で併せて記載すること

ができる。



 

（第９面） 

（別添７：登録申請者の事故による損失の補てんを行う所属金融商品取引業者等の商号又は名称） 

商号又は名称 

                           （  年  月  日現在） 

登録申請者の事故による損失の補てんを行う所属金融商品取引業者等の商号又は名称 

 

 


